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平成２７年９月定例会 総務県民生活委員会の概要 

 

日時 平成２７年１０月 ８日（木） 開会 午前１０時 ２分 

                閉会 午後 １時５０分 

場所 第３委員会室 

出席委員 小川真一郎委員長 

 岡地優副委員長 

 横川雅也委員、神谷大輔委員、木下高志委員、本木茂委員、長峰宏芳委員、 

 吉田芳朝委員、並木正年委員、萩原一寿委員、秋山文和委員、木下博信委員 

欠席委員 なし 

説明者 [総務部関係] 

飯島寛総務部長、高柳三郎総務部副部長、上木雄二税務局長、 

福島浩之契約局長、飯塚寛参事兼税務課長、小野寺亘人事課長、 

根岸章王職員健康支援課長、山崎高章文書課長、三須康男学事課長、 

坂本泰孝個人県民税対策課長、真砂和敏管財課長、市川善一統計課長、 

横田幸子総務事務センター所長、山岸盛三行政監察幹、 

山田隆弘入札課長、寺井誠一入札審査課長、大山裕技術評価幹、 

小池光晴県営競技事務所長 

 

大島利彦道路街路課長 

 

平山毅施設課長 

 

大浜厚夫秘書課長 

  

石橋正二郎人事委員会事務局長、 

石井貴司人事委員会事務局副事務局長兼総務給与課長、大野明男任用審査課長 

 

 [県民生活部関係] 

 福島勤県民生活部長、矢嶋行雄県民生活部副部長、山崎仁枝県民生活部副部長、 

 久保正美スポーツ局長、下田正幸広聴広報課長、加藤繁共助社会づくり課長、

 小林安則人権推進課長、松崎徹県政情報センター所長、福田哲也文化振興課長、

 小池要子国際課長、渡邉哲青少年課長、古垣玲スポーツ振興課長、 

 西村実スポーツ企画幹、清水雅之オリンピック・パラリンピック課長、 

 牧千瑞男女共同参画課長、山本好志消費生活課長、 

 松本晃彦防犯・交通安全課長 

 

 [議員提出議案関係] 

 山瀬陽一郎議会事務局総務課長 
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会議に付した事件並びに審査結果 

１ 議案 

議案番号 件              名 結  果 

議第１３号 
埼玉県議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する

条例の一部を改正する条例 
否  決 

第９５号 
法人の県民税の特例に関する条例の一部を改正する

条例 
原案可決 

第９６号 
埼玉県指定特定非営利活動法人を指定する条例の一

部を改正する条例 
原案可決 

第９９号 

工事請負契約の締結について（社会資本整備総合交付

金（橋りょう整備）工事（上武大橋上部工Ｐ３からＰ

１０まで）） 

原案可決 

第１００号 
工事請負契約の締結について（大宮警察署等統合庁舎

新築工事） 
原案可決 

第１０１号 
工事請負契約の締結について（大宮警察署等統合庁舎

新築電気設備 
原案可決 

 

２ 請願 

議請番号 件              名 結  果 

第１５号 
私立学校父母負担軽減補助（幼稚園）の復活を求める

請願書 
継続審査 

第１７号 
消費税の１０％への増税の中止を求める意見書の提

出について 
不採択 

第１８号 安全保障関連法の廃止を求める請願 不採択 

 

所管事務調査 

 さいたま新都心を使用した国際スポーツ大会について 
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平成２７年９月定例会 総務県民生活委員会における発言 

 

 

【知事提出議案関係の付託議案に対する質疑（県民生活部関係）】 

神谷委員 

１ 資料２に法人の活動内容が３つあるが、具体的にどのような活動をしているのか。 

２ 今回の条例改正に当たり、法人のどこを評価したのか。 

 

共助社会づくり課長 

１ まず「エコライフ推進等の普及啓発事業」として、県民にライフスタイルの転換を促

すエコライフＤＡＹの実施や住宅の省エネに関するセミナーの開催、太陽光発電などの

創エネに関する相談助言を行っている。また、「中小事業所向け省エネ診断事業」とし

て、省エネ診断員を無料で派遣し、省エネ機器のチェックや 空調設備の効率的使用方

法などの省エネ対策のアドバイスを行っている。さらに、県民から寄附を募り保育園や

自治会館などに太陽光発電設備を設置する「太陽光市民共同発電所設置事業」を行い、

県内６か所の施設に設置している。 

２ 環境分野において、課題解決に向け積極的に取り組んでいる点を評価した。 

 

神谷委員 

１ 指定特定非営利活動法人への指定によって、法人にどのような効果が表れているのか。 

２ どのような場合、指定の取消となるのか。 

３ 毎年、どのくらい申請があるのか。 

 

共助社会づくり課長 

１ 指定法人においては、指定されることによって寄附金や協力会員が増加するなどの効

果が表れている。 

  また、「県指定」の名称により多くの方に活動内容や寄附金の活用方法を説明するきっ

かけとなり、県内企業へのアプローチもしやすくなったとの声をいただいている。 

２ 指定の取消については、指定基準に適合しなくなる、県内に事務所がない、県内で活

動がないといった場合などに対象となる。 

３ これまで８法人から申請があり、指定を行った。相談については、毎年数件いただい

ている。 

 

秋山委員 

１ 「認定」と「指定」の違いは何か。 

２ 法人は設立当初から「地球温暖化防止活動推進センター」の指定を受けることを目標

に掲げ、実際に県の指定を受けている。指定を受けることの効果はどのようなものか。 

３ 浦和合同庁舎に法人事務所がある理由は、公的な仕事に対する評価によるものか。 

４ ＮＰＯ法人に対する税の課税はどのようになっているのか。 

 

共助社会づくり課長 

１ 「認定」と「指定」制度では、認定や指定を受ける際の基準となる寄附者の人数や寄

附金割合等の公益要件と、個人や法人がＮＰＯ法人に寄附した場合に受けられる寄附金

税額控除等の税制優遇措置が少し異なっている。 



 

- 4 - 

２ 環境ネットワーク埼玉は地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、県の指定を受

け、温暖化防止に関する啓発や広報、相談、日常生活に伴う温室効果ガスの調査や情報

提供等 

 を進める役割を担っている。 

３ 法人は「埼玉県地球温暖化防止活動推進センター」に指定され、本県の地球温暖化防

止事業の遂行に密接な関連を有する公益的な団体であることから、庁舎の使用を許可し

ている。浦和合同庁舎には、ほかにも県域で活動する公益財団や社団法人が入居してい

る。 

４ 法人税法で定義する３４種の収益事業を行う場合はＮＰＯ法人も課税される。収益事

業を行わない法人は法人税や法人事業税はかからないが、法人住民税の均等割は原則と

して課税される。ただし、収益事業を行わない法人は減免申請書により減免されること

になる。 

 

秋山委員 

１ 認定も指定も県が行うのか。認定の要件の方が厳しいようだが、要件の具体的な内容

はどういうものか。 

２ 今回の法人は課税されているのか。 

 

共助社会づくり課長 

１ 認定法人は現在、県内に２５法人あり、県やさいたま市が認定を行う。認定要件の内

容は、公益要件として、①収入金額に占める寄附金の割合が２０％以上、②年３，００

０円以上の寄附者の数が平均１００人以上、③県の条例による指定を受けていること、

の３項目のいずれかを満たすことが必要である。本条例の指定要件については、①寄附

金の割合が１０％以上で、かつ、自治体や国との協働事業を年２件以上実施、②年３，

０００円以上の寄附者の数が５０人以上で、かつ、寄附者とボランティア実人数の合計

が１００人以上の、２項目のいずれかを満たすことが必要であり、今回の法人は①に該

当する。 

２ 法人としての収益事業があるので納税している。 

 

【所管事務に関する質問（さいたま新都心を使用した国際スポーツ大会について）】 

木下（高）委員 

今定例会１０月５日の日下部伸三議員の一般質問に際し、「さいたまクリテリウムの現

行のコースは、病院予定地を完全に閉鎖する形で設定するので、救急車の搬入経路を確保

することは困難であり、主催するさいたま市から、病院の完成時にはコースを改める意向

である」と県民生活部長から答弁がなされた。これは、今まで議会に説明されてきた内容

と矛盾している。平成２３年１２月定例会、企画財政委員会では、「さいたま新都心の整備

自体がにぎわいづくりということで始まったという経緯もあるので、にぎわいにも配慮し

た医療拠点の整備を検討していきたい」と企画財政部長から答弁があった。さらに、平成

２６年６月定例会の地方分権・行財政改革・新都心整備特別委員会では、新病院に対して

の質疑の際、さいたまクリテリウムを例にとり、「イベントを阻害しないように、主催者と

協議していきたい」と保健医療政策課政策幹から答弁があった。「にぎわいに配慮し、阻害

しないように」と言っておきながら、建設が決まり、にぎわいに配慮した医療拠点の整備

を行わないならば問題である。埼玉県が主体性をもって、この課題に取り組むべきである

と考える。これまでの企画財政部や保健医療部の答弁を踏まえ、県民生活部としてさいた
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まクリテリウムの開催時にさいたま新都心周辺がしっかりにぎわうよう対応すべきである

が、今後どのようにするのか。 

 

スポーツ振興課長 

さいたま新都心のにぎわいづくりについては、保健医療部とも連携をして対応したい。 

さいたまクリテリウムについては、県は共催の立場として、実行委員会では知事が顧問

となり、県の職員もメンバーに名を連ねている。この実行委員会がさいたまクリテリウム

の実施内容を決定していくことになるので、今後、主体的に、実行委員会の中で、さいた

ま新都心のにぎわいづくりについて対応していく。また、さいたま新都心を使用した国際

スポーツ大会としては、今年から開催されるさいたま国際マラソンがある。こちらは、県

が主催団体の一つであるので、正に県が主体となる。多くの皆様に注目される大会である

ので、スポーツ振興ばかりでなく、さいたま新都心のにぎわいということにも対応して取

り組んでいく。 

 

木下（高）委員 

この質問は、企画財政部、保健医療部と一緒になって、うまく開催できるようにしてほ

しいという趣旨であるので、例えば、次の委員会での報告や、それよりも早い時期での委

員への資料提供など、何らかの方策をとって説明してもらいたい。 

 

スポーツ振興課長 

さいたまクリテリウムや、さいたま国際マラソンにおけるにぎわいづくりの取組について

は、今年度の取組実績などを報告することができると思う。今後、何らかの形で説明させ

ていただきたい。 

 

【知事提出議案関係の付託議案に対する質疑（総務部関係）】 

木下（高）委員 

 第１００号議案及び第１０１号議案について、質疑したい。 

１ 第１００号議案について、再入札となり、別の企業と仮契約を締結することに至った

プロセスはどのようなものであったのか。 

２ ６月定例会において、入札参加についてルール化すべきであるとの意見があったが、

その後の検討状況はどうなっているのか。 

３ 大宮警察署等統合庁舎新築本体工事の入札は総合評価方式で決定したとのことだが、

総合評価ではどのような技術提案を求め、どのような点を評価したのか。 

４ 今定例会に議案の提出を予定していた大宮警察署等統合庁舎新築空調設備工事につい

ては仮契約業者が契約を辞退したため、再入札を行うと聞いている。なぜ、辞退に至っ

たのか。また、これにより、庁舎の完成時期が更に遅れるということはないのか。 

 

入札課長 

１ ６月定例会時の仮契約者は、７月９日夜に新座市発注の下水道工事の施工中にクレー

ンを転倒させ、国道を走行中のバスに衝突させる事故を発生させた。この事故を受け、

県では「埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱」に基づく警告を７月１５日に

行った。この会社は昨年１１月にも警告を受けていたことから３年間に２回の警告とな

り、同要綱に基づき同日付で入札参加停止措置を受けることとなった。これにより、入

札公告の規定である「本契約までに県から入札参加停止措置を受けた者は本契約を締結
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できない。契約辞退を申し出るものとする」により、本契約を締結できなくなり、翌日

の７月１６日に仮契約の契約辞退届が提出された。これを受け、７月３１日に新たな入

札公告を行い、９月３日に開札したところ、お手元の資料４の入札結果のとおり、斎藤

工業株式会社が落札者となったものである。 

２ 意見を踏まえ、建設業界の意見も聴きながら検討を行い「埼玉県建設工事請負一般競

争入札執行要綱」の改正を行った。改正内容は、入札参加者の資格要件に、「予定価格

１億円以上の工事にあっては、公告日から落札決定までの期間に、国、都道府県及び埼

玉県内市町村から工事成績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けてい

ない者であること」の項目を追加したものである。９月３０日付けで県内部や建設関係

団体に通知を行い、１０月１５日以降の入札から適用されることとなった。この改正に

より、埼玉県から入札参加停止措置を受けていなくても、他県等から工事成績不良の事

由により２回以上入札参加停止措置を受けている会社は、当該入札に参加できなくなる

ので、前回のようなケースは起きないこととなる。 

 

施設課長 

３ 工事の着工が当初の計画から１年遅れていることから、「工期内に確実に工事を完成さ

せる工夫」を求めた。評価した点としては、工期短縮が期待できる提案であるかという

点を評価した。具体的には、はり自体で型枠・足場を吊り、下からの支えを不要とする

工法を採用することで、はり下部にスペースを確保できることから、別の作業を行うこ

とができ、 工事を効率的に進めて工期を短縮するという提案を評価した。 

４ 仮契約業者から「北陸新幹線の雪害対策工事をめぐる談合事件」に関与しているとの

報告を受けたため、議案の提出前に業者へ状況を確認したところ、その後、辞退の申出

があったものである。空調設備工事の再入札については、９月２５日に入札公告を行い、

１０月２２日に開札する予定である。これにより、庁舎新築工事から遅れて着工するこ

ととなるが、工事工程全体への影響は少ないと考えており、再入札における工期末も建

築工事と同じ平成２９年１０月３１日までとしている。 

 

委員長 

本委員会に１名の傍聴者が追加となったので報告する。 

 

木下（高）委員 

１ 大宮警察署等統合庁舎新築工事における仕様と予算については当初入札時点と比較し

て変更があったのか。 

２ 大宮警察署等統合庁舎新築空調設備工事は完成時期が遅れることがないという説明が

あったが、工事への影響が少ないということは考えにくい。具体的にどのようなリスク

があり、どのような対処を考えているのか説明してほしい。 

 

施設課長 

１ 仕様について、杭頭補強工事は杭工事の中で行うべきものであるが、庁舎新築工事の

着工が遅れている影響により、杭工事で行うことが困難となり、庁舎新築工事で実施す

ることとして変更している。予算については、継続費の設定を当初は平成２８年度まで

の３か年としていたが、平成２６年１２月定例会で平成２９年度までに変更している。 

２ 施工図面の作成において、庁舎新築工事と空調工事の連携が必要となることから、施

工図面の完成が遅れると工程が遅延するリスクはある。こうしたリスクへの対処として、
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建築工事の総合評価の技術提案においては、関連工事の着工が遅延することも想定し、

「工期内に確実に工事を完成させる工夫」を求めていることから、工期内に完成できる

ものと考えている 

 

萩原委員 

１ 第９５号議案について、特例ということだが、昭和５１年から毎回５年ごとに継続し、

４０年間も続けている。景気の良い時代でも悪い時代でも４０年間続いているというこ

とで、恒久的なものにすべきという議論が今までにあったのか。また、景気が良い時代

に特例を止めるという議論があったのか。 

２ 平成２３年度から平成２７年度までの増収額は１４７億円とのことだが、その前５年

間の増収額はいくらか。 

 

参事兼税務課長 

１ 超過課税は標準税率に上乗せし納税者に負担をお願いしていることから、その時々の

財政状況等を踏まえる必要があるので、５年間で区切り、その都度議論をお願いし、認

めていただいた上で、納税者に説明させていただいている。また、本県では人口急増に

伴う様々な行政需要の量が増加したり、社会経済情勢の複雑化・多様化などで行政に求

められる質も変化していることから、５年ごとに延長をお願いしてきている。止めると

いう議論があったかどうかについては古い記録がなく明確な答えはできないが、以前か

ら延長されてきているという状況である。 

２ 平成１８年度から平成２２年度までの５年間で約１６５億円である。 

 

萩原委員 

 どういう状況になれば、特例を止めるのか。 

 

参事兼税務課長 

超過課税は、財政上その他の理由がある場合に認められていることから、財政状況が非

常に好転するなど事情があれば止めるということもあり得るかと思うが、現在の本県の財

政状況からすると、止めるのは難しいと考えている。 

 

神谷委員 

 法人県民税の超過課税については、ほぼ全ての都道府県で実施しているようだが、法人

事業税の超過課税を実施している団体はあるのか。 

 

参事兼税務課長 

 法人事業税の超過課税については、宮城県、東京都、神奈川県、静岡県、愛知県、京都

府、大阪府、兵庫県の８都府県で実施している。 

 

神谷委員 

 埼玉県では、法人事業税の超過課税を実施しないのか。 

 

参事兼税務課長 

 法人事業税については、税額が法人所得の計算上、損金に算入されることから、超過課

税を実施することにより、市町村や他の都道府県の税収に影響を与えることとなる。本県
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の税収増が他団体の税収減につながる方法は好ましくないと考え、本県においては実施し

ていない。 

 

秋山委員 

第９５号議案について、質疑したい。 

１ 超過課税の対象となっている法人のうち、資本金・出資金の額が１億円超の法人は何

社あるか。資本金・出資金の額が１億円以下で法人税額が１，０００万円超の法人は何

社あるか。また、県内法人は何社あり、超過課税の対象となっている法人は全体の何パ

ーセントか。 

２ 対象法人の要件の決定方法は全国一律ではないと思うが、本県と近県で違うところが

あるか。 

３ 超過課税による増収分について、昭和５１年からの推移はどうなっているか。 

４ 条例改正では５年ごとに延長しているが、法律で決まっているのか。法律で決まって

いないのであれば、他県の状況はどうなっているのか。 

 

参事兼税務課長 

１ 平成２６年度の実績だが、資本金等の額が１億円超の法人は３,４６４法人、資本金等

の額が１億円以下で法人税額が１，０００万円を超える法人は６,０１１法人である。

全体の法人数は１４４,２９５法人、そのうち超過課税の対象法人は９,４７５法人、率

では６．６パーセントである。 

２ 対象法人の要件について、関東地方の都県では神奈川県を除いて本県と同様である。

神奈川県では、資本金等の額が２億円を超える法人又は資本金等の額が２億円以下で法

人税額が４，０００万円を超える法人となっている。 

３ 昭和５１年度から昭和５５年度までが約１０１億円、昭和５６年度から昭和６０年度

までが約１６６億円、昭和６１年度から平成２年度までが約２８９億円、平成３年度か

ら平成７年度までが約１８２億円、平成８年度から平成１２年度までが約１６８億円、

平成１３年度から平成１７年度までが約１４２億円である。 

４ ５年ごとの延長については、法律で決められているものではない。法人県民税の超過

課税を実施しているのは４６都道府県あり、そのうち適用期間を５年間としているのは

４３団体である。 

 

秋山委員 

第９９号議案について、質疑したい。 

１ 上武大橋架換え工事の全体計画について説明してもらいたい。 

２ 予定価格は事前公表したのかの基準については公表しているのか。 

３ 価格順位が３番目であった「川田工業株式会社」を落札者とした経緯はどのようなも

のか。 

４ 低入札価格調査はどのように実施したのか。また、調査内容は公表しているのか。 

５ 低落札率の工事において、下請業者の労務者などに対し適切に労務費が支払われてい

るかについて、県はどのように把握、指導しているのか。 

 第１００号議案について、質疑したい。 

６ 辞退となった業者の入札参加停止はどのように決めたのか。また、総合評価では入札

参加停止の措置は評価に影響するのか。 

７ １回目から５回目の入札までの１４か月で予定価格を１１．７％引き上げた理由は何
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か。 

８ ５回目の落札額は２回目の予定価格を下回ったが、予定価格は市場価格をどう反映し

ているのか。 

９ ３回目の入札時に同一人物が代表者であったため入札無効となったとのことだが、事

前に調査・把握できなかったのか。 

 第１０１号議案について、質疑したい。 

10 本案件について、業者は平成２６年７月１４日の開札から１４か月待たされている。

県でこのような例はほかにあるのか。 

 

道路街路課長 

１ 上武大橋は、平成２１年度から工事に着手しており、下部工工事は全て完了している。

今回発注の中央部５４８ｍの両脇の上部工については昨年度発注し、今年度の渇水期に

架設を予定している。今後の予定としては、今回の工事が平成２９年３月に完成後、床

版架設、橋面舗装、取付道路等を施工し、平成２９年度末の完成を目標としている。 

３ 本工事においては価格と技術点で評価する総合評価方式により、落札者を決定してい

る。今回の入札では、評価値の最も高かった川田工業を落札者とした。なお、評価値の

算出方法については、技術評価点を入札価格で割り、その値が最も高い会社の評価値が

整数４桁、小数点以下４桁目を四捨五入することと定めている。 

４ 低入札価格調査については、発注課である県道路街路課と熊谷県土整備事務所が、企

業から提出された資料に基づきヒアリングを実施し、内容の確認を行った。調査内容の

公開については、開示請求があった場合には、県情報公開条例に基づき公開をする。 

５ 下請業者の労務費については、工事の着手時、施工中、完了後に下請業者への聞き取

り調査等を実施し、確実に支払いが行われていることを確認している。 

 

入札課長 

２ 予定価格は事後公表である。また、調査基準価格と失格基準価格の算出方法は工事に

よらず全て同じである。なお、算出方法については公表を行っている。 

６ 評価基準には減点項目の指標があり、これを選択すると１点の減点となる。ただし、

今回の議案はＷＴＯ案件なので選択できない。 

９ 事前に把握できたが、それまで本県では個別に法人登記された企業が、本県の競争入

札参加資格者名簿にそれぞれ申請・登録された場合、独立した一企業と捉え、同一の入

札に参加することを制限していなかった。しかし、入札結果公表後、疑義が寄せられた

ため、事情聴取を行ったところ、入札参加の意思決定や共同企業体を構成するに至った

経緯などの説明に、食い違いが生じていた。不正行為の事実確認はできなかったが、公

正・公平な競争がなされなかったと判断して入札を無効とした。 

10 把握している限りない。 

 

入札審査課長 

６ 「埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱」の「度重なる警告」に該当したこ

とによるものである。今回は３年間で２回の警告となったため入札参加停止となった。 

 

施設課長 

７ 予定価格は入札の都度、積算に適用する単価、見積及び掛率を最新のものに入れ替え

て積み上げたものであり、１回目の入札から５回目の入札までの間に材料費や労務費が
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上昇しており、結果的に予定価格が１１．７％上昇したものである。 

８ 予定価格は積算時点における最新の単価、見積及び掛率を適用しており、実勢価格が

反映されているものと考えている。 

 

秋山委員 

 第９９号議案について、総合評価の技術点はどのように決まるのか。 

 

道路街路課長 

今回の工事では、企業の実績や、技術提案を求めた工程管理の適切性、ゴルフ場の安全

確保、桁架設の精度向上の提案内容のほか、地元下請けの有無等を評価項目とし、企業か

らの提案を評価した点数に１００点を加えたものを技術点としている。 

 

本木委員 

１ 第９９号議案について、今回の工事は、全て埼玉県で行うのか。 

２ 総合評価方式における評価値の算出方法について再度確認したい。 

 

道路街路課長 

１ 県境に架かる橋の工事費は折半となり、金額の半分は群馬県が負担することになって

いる。 

２ 評価値の考え方は、技術評価点を入札価格で割り、その値が最も高い会社の評価値の

整数４桁、小数点以下は４桁目を四捨五入することと定めている。 

 

本木委員 

資料に記載されている請負金額は埼玉県負担分か。 

 

道路街路課長 

 記載金額は工事費全体の金額である。工事は群馬県から負担金を受け、埼玉県が執行す

る。 

 

本木委員 

 県境をまたぐものの費用については、あらかじめ他県の費用がいくら含まれているかを

説明した方が分かりやすいのではないか。 

 

道路街路課長 

 今後はそのように対応したい。 

 

横川委員 

１ 第９５号議案について、延長の必要性として、「平成２７年度当初予算において財源不

足を補填するために、財政調整のための基金を５８２億円取り崩すなど、依然として厳

しい状況である」とあるが、取り崩し後の基金残高はいくらか。 

２ 財政調整基金の残高推移はどうなっているか。 

 

参事兼税務課長 

１ 平成２７年度当初予算における財政調整のための４基金の残高は、３７８億円である。 
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２ 平成２２年度が９５５億円、平成２３年度が９５５億円、平成２４年度が９５５億円、

平成２５年度が９０１億円、平成２６年度が９５６億円、平成２７年度が当初予算で３

７８億円という状況である。 

 

横川委員 

なぜ、平成２７年度はこれほど大きな取崩額になったのか。 

 

総務部長 

 年度当初においては基金残高がひっ迫したが、決算剰余金などを積むことで、次年度の

当初予算の編成に向け基金の確保に努めている。毎年３００億円から５００億円を取り崩

しており、平成２７年度の取崩額が特別に大きいというわけではない。 

 

横川委員 

 次年度の当初予算では、基金の残高が同等の額まで戻るということでよいか。 

 

総務部長 

 必ず戻るわけではないが、できるだけ当初予算が組めるよう基金の確保に努めている。 

 

長峰委員 

大宮警察署の工事請負契約は、入札の不調や落札者の入札参加停止措置などにより、５

回の入札を行い、約１年が経過している。この５回の入札では、資材価格の上昇などの理

由から、それぞれ予定価格を変更しているが、実際に工事を受注した会社は数年間の施工

となるため、赤字となる可能性がある。県は、実勢価格を把握しきれていないのではない

か。このような状況では県民は県の入札に不安を覚えると思うが、現状をどのように感じ

ているのか。 

 

総務部長 

大宮警察署の工事については、平成２６年５月に公告以来、それぞれの理由はあるが５

回の入札を実施したため、長い期間になってしまったことを反省している。予定価格は直

近の実勢価格から定めており、契約後に価格が大幅に変動した場合には、契約約款に請負

額を変更できる規定を入れているところである。しかしながら、大宮警察署の案件につい

ては、現庁舎の耐震問題もあり、早期に着工すべき工事であったと考えている。今後、で

きる限りこのようなことがないように努めていきたい。 

 

【知事提出議案関係の付託議案に対する討論】 

  なし

 

【請願に係る意見（議請第１７号）】 

神谷委員 

 社会保障分野にあって、急速に進む少子高齢化の中で、持続可能な社会保障制度を確立

することが重要である。国民の負担を抑制しつつ必要な社会保障が行える制度を構築し、

次世代に引き継いでいかなければならない。こうした点を踏まえ、消費税については、社

会保障と税の一体改革の中で、社会保障の充実と安定した財源確保及び財政健全化目標の

達成について同時達成を目指すため、税率の引上げが決定されたものである。従って、政
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府に対し、消費税の１０％への増税の中止を求める意見書の提出を求める本請願は不採択

とすべきである。 

 

秋山委員 

 消費税は、１９８７年４月に税率３％で導入されてから２６年になる。安倍政権は２０

１４年４月から税率８％を強行し、１０％への増税時期については景気条項を削除し２０

１７年４月とした。世論調査では国民の６０％以上が増税反対である。消費税は、低所得

者に重い税金であること、零細な事業者には価格に転嫁できず自腹を切って納めなければ

ならない過酷な税であること、一方で輸出大企業には、莫大な金額が還付されることなど

から、弱い者いじめの不公平な税である。勤労者世帯の可処分所得は大きく落ち込み、ま

た派遣労働、非正規雇用の増大で国民の貧困化が進んでいる。このような時に８％から１

０％への増税は、消費を一層冷え込ませ景気をどん底に突き落とすことになる。消費税収

は増えてもその他の税収は落ちることになり、財政健全化どころか財政破たんへの道を進

むことになる。消費税導入後の２６年間の消費税収額３０４兆円の約９割に匹敵する２６

３兆円が、この間行われた法人税率引下げ、大資産家優遇税制によって消えている。消費

税の増税は、財界・大企業や大金持ちは大喜びするだろうが、国民にとっては百害あって

一利なしの最悪の大増税である。税の基本は負担能力のあることから取り、負担能力のな

いところからは取らない応能負担が原則である。政治家は、国民に一層の苦しみをもたら

し、景気を悪くし、日本経済をダメにするこの消費税大増税を行ってはならないと確信す

るものである。よって、採択すべきである。 

 

【請願に係る意見（議請第１８号）】 

神谷委員 

 我が国の安全保障に関する重要事項及び法案は、国が処理すべき事務である防衛上に関

するものである。先の国会では会期を過去最長の９５日間延長し、様々な意見や論点が出

され、十分な審議を尽くして決定されたものである。また、先の６月定例会において本議

会に提出された廃案を求める意見書の提出を求める請願は不採択となった。平和安全関連

法は、国民の命と平和な暮らしを守るために必要な法律であるため、廃止を求める意見書

を国に提出することを求める本請願は、不採択とすべきである。 

 

秋山委員 

 安全保障関連法は、日本国憲法に真っ向から背く違憲立法である。この法律に盛り込ま

れた戦闘地域での兵たん、戦乱が続く地域での治安活動、米軍防護の武器使用、そして集

団的自衛権の行使など、どれもが憲法９条をじゅうりんして、自衛隊の海外での武力行使

に道を開くものである。同法に対して、圧倒的多数の憲法学者、歴代の内閣法制局長官、

元最高裁判所長官を含むかつてない人々から憲法違反という批判が集中している。このよ

うな重大な違憲立法の存続を許すならば、立憲主義、民主主義、法の支配という我が国の

存率の土台が根底から覆されることになりかねない。国民の多数意思を踏みにじり、違憲

立法を強行することは、国民主権という日本国憲法が立脚する民主主義の根幹を破壊する

ものである。憲法違反の戦争法を廃止し、日本の政治に立憲主義と民主主義を取り戻すた

めに、本請願を採択すべきである。 

 

萩原委員 

 不採択の立場から意見を述べる。 
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 平和安全保障関連法は、我が国を取り巻く周辺諸国の環境が急激に変化する中、憲法第

９条の戦争放棄とともに憲法の前文にある生存権並びに国民の生命と自由、幸福の追求の

権利を国が最大限に尊重するという憲法第１３条に照らし、切れ目のない安全保障法制を

整備し、戦争を未然に防ぐための戦争防止法である。平和安全法制整備法における限定的

な集団的自衛権は、憲法の枠内にある自国防衛、専守防衛を新３要件で明確にし、１９７

２年の政府見解の基本的な論理を維持したものであり、あくまでも合憲である。新法であ

る国際平和支援法においても海外派遣３原則を整備し、自衛隊の活動が無制限に広がらな

いようにした。今回の議論は、外交努力を尽くすことを大前提に、憲法の枠内で、どこま

で自衛の措置が可能なのか、そこから出発したものである。衆議院、参議院合わせて約２

２０時間の審議時間を費やし、参議院では修正協議が行われ、与野党５党の合意文書も交

わされ、十分な審議が尽くされている。よって、本請願は不採択とすべきである。 

 

吉田委員 

 採択すべきとの立場で意見を述べる。 

集団的自衛権の行使を容認するには、まず憲法を改正すべきであり、一内閣の解釈改憲

により行うべきではない。また、安全保障関連法のような重要法案は、強行採決により成

立させるべきではない。よって、本請願は、採択すべきである。 

 

【議員提出議案関係の付託議案に対する質疑】 

木下（博）委員 

１ 支給について、「一般職の例によるものとする」と定められているが、一般職の例に

よるとなると、公共交通機関を利用する場合はその実費となるが、自家用車等を利用し

た場合は、距離により定められた単価に基づいて支給していくと解される。職員が自家

用自動車で出張した場合、１ｋｍにつき何円が支給されるのか。 

２ 支給金額の算定は、どのような根拠に基づいて行われているのか。 

 

議会事務局総務課長 

１ 職員が自家用自動車により出張した場合、１ｋｍにつき１８円を支給している。 

２ ガソリン代と自動車保険の任意保険料を考慮して算定している。 

 

木下（博）委員 

 支給されている中で、実額より多い、あるいは少ないといった何らかの問題は生じてい

るのか。 

 

議会事務局総務課長 

 現行制度を運用する上で、特段支障は生じていないと聞いている。 

 

秋山委員 

 仮に本議案が６月定例会で可決し施行されていたとした場合、９月定例会の応招旅費に

ついて、どのくらいの削減額が見込まれるのか。９月定例会の応招旅費支給日を本会議開

催日と委員会日の計９日間とし、全議員が公共交通機関により登庁し、宿泊費等の費用が

発生しないと仮定して試算するとどうなるか。 
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議会事務局総務課長 

 応招旅費の支給額について、現行条例では、議員９３人に対する１日当たりの支給額は

約７２万８，０００円である。 

 改正案による支給額について、「全議員が公共交通機関により登庁し、宿泊費等のその

他の費用が発生しない」との限定した条件で試算すると、議員９３人に対する１日当たり

の支給総額は約１１万５，０００円である。応招旅費の支給日を計９日として計算した場

合、現行支給額との差額は約５５１万７，０００円となる。 

 

【議員提出議案関係の付託議案に対する討論】 

木下（高）委員 

 反対の立場から討論を行う。６月定例会の審議の際にも申し上げたが、本議案の費用弁

償のように議員の処遇に関することについては、より多くの会派の賛同、協力が必要であ

る。そのため、これまでも、議員の処遇に関することについては、各会派代表者会議にお

いて協議した上で、必要があれば、会派間で自主的な協議機関を立ち上げ、一定の時間を

かけて必要な協議、検討を行い、見直しを行ってきている。 

 しかしながら、６月定例会で本議案が継続審査となって以降、議案の成立に向けた働き

掛けは感じられない。議員の活動は多岐に渡っており、全国的には、定額又は定額に交通

費などの実費を加えて支給しているところが３６都道府県あり、本県のように定額で支給

する方式は一般的な方法であると考える。見直しが必要な場合には、職務の実態を考慮し

た制度となるよう十分に協議、検討することが必要であり、今回のように「非常に短時間

で改正ができるので、第２項のみ」というような提案は避けるべきである。以上の理由か

ら、議第１３号議案には反対である。 

 

並木委員 

 賛成の立場から討論を行う。現在１０の県議会で、費用弁償として交通費の実費を支給

している。大阪府議会では既に廃止をし、神奈川県議会、千葉県議会が実費支給方式を採

り、東京都議会と埼玉県議会だけが定額支給方式となっている。そして、近年、東京都議

会では、検討委員会で、費用弁償の在り方などの検討を始めるとの報道があった。先ほど

の質疑の中でもあったが、１日当たり約６１万３，０００円、これを９日間とすると、５

５１万７，０００円もの費用弁償を、私たちは応招旅費としていただいている。これは県

民の生活に沿っていない。この交通費は改めるべきであり、賛成である。 

 

吉田委員 

 賛成の立場から討論を行う。議員報酬を含めて安易に安くしようとか、削ろうといった

考えは持っていないが、費用弁償については内容的なことを含めて廃止して、もし必要で

あれば、逆に政務活動費を増額するなど、議員活動をしっかりと行う上でのお金をもう少

し明確にすべきである。議会に登庁したから定額支給されるという費用弁償の方式は改め

るべきである。 

 ６月定例会において提案された際、自民党から、他会派と話し合いをして決めるべきで

あるとして継続審査にされた。会派間で話し合うというのであれば、自民党の方から話が

あるのがしかるべきで、こちらからボールは投げている。継続して話し合いをすべきと言

っておきながら全く議論がなかったのに、ここに来て急に反対というのは、おかしいので

はないか。よって、賛成をしていただきたいということで討論させていただく。 
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秋山委員 

 県民から見て、これはほんのささいな一歩であるが前進だと思うので、是非合意をして

前に進めていただきたい。 

 

木下（博）委員 

 賛成の立場から討論を行う。本議案については、処遇に関わる点であるので慎重に検討

すべきであるということも十分理解できるところである。一方で、費用弁償について、処

遇というよりは、特に議会開会中に実際に掛かった費用をどのような形で支給するかとい

うものであり、それを定額制から職員と同じように実費相当分にしようというもので、実

費の掛かるコストについて、より県民に理解しやすいもの、シンプルにしていこうという

趣旨の提案であると理解している。財政が本当に厳しいということが、本日の様々な議論

の中でも指摘されている。そういった中で、議員自らができることは率先して定めてやっ

ていきましょうということを執行部全体に理解してもらって、県民のための県政を進めて

いくための一歩として、是非賛成して実施できるようにしていただきたいと考えている。 


